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土地改良事業関係補助金交付要綱

昭和31年８月13日付け31農地第3966号

最終改正 平成27年２月３日付け26農振第1732号

各 地 方 農 政 局 長

国 土 交 通 省 北 海 道 開 発 局 長

北 海 道 知 事 殿

内 閣 府 沖 縄 総 合 事 務 局 長

各 都 道 府 県 知 事

全国土地改良事業団体連合会会長

農 林 水 産 事 務 次 官

第１ 農林水産大臣は、農業生産基盤の整備を図るため、土地改良事業等に要する経費

に対し、予算の範囲内において、補助事業者に補助金を交付するものとし、その交

付に関しては、土地改良法（昭和24年法律第1 9 5号）、土地改良法施行令（昭和24

年政令第2 9 5号）、補助金等に係る予算の執行の適正化に関する法律（昭和30年法

律第1 7 9号、以下「法」という。）、補助金等に係る予算の執行の適正化に関する

法律施行令（昭和30年政令第255号、以下｢令」という。）農林畜水産業関係補助金

等交付規則（昭和31年農林省令第18号、以下「規則」という。）、予算科目に係る

補助金等の交付に関する事務について平成12年度の予算に係る補助金等の交付に関

するものから地方農政局長に委任した件（平成12年６月23日農林水産省告示第8 9 9

号）及び予算科目に係る補助金等の交付に関する事務について平成12年度の予算に

係る補助金等の交付に関するものから沖縄総合事務局長に委任した件（平成12年６

月23日農林水産省告示第9 0 0号）及び予算科目に係る補助金等の交付に関する事務

について平成13年度の予算に係る補助金等の交付に関するものから北海道開発局長

に委任した件（平成13年４月13日農林水産省告示第5 3 8号）に定めるもののほか、

この要綱に定めるところによる。

第２ 第１に規定する土地改良事業等に要する経費は、別表の事業等の欄に掲げる事業

又は事務に要する経費とし、その事業等の区分、事業等又は補助対象事業の区分、

採択基準等及び補助率は、当該各欄に掲げるとおりとする。

第３ 法第５条、令第３条及び規則第２条の規定に基づく申請書の様式は、別記様式第

１号のとおりとし、別記１に定める補助事業者の区分に応じた提出先に提出する。

なお、その提出部数は、正副２部とする。

２ 北海道開発局長は、補助事業者から前項の書類の提出を受けた場合、速やかに農

林水産大臣に交付決定の依頼をするものとする。
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別
表

（
第

２
の
表
）

事
業
等

又
は

補
助

補
助

率
事

業
等

採
択

基
準

等
摘

要
対

象
事

業
の

区
分

都
府

県
北

海
道

(
1)

都
道

府
県
が
行

う
１

基
幹
農

道
整

農
業

生
産

の
近

代
化
又

は
農

業
生

産
物

の
流

通
の

合
理

化
を
図

る
た

め
の

(
1
)
ア

当
該
補

助
事

業
費

の
5
0
％

当
該

補
助
事

業
費
の

5
5
％

農
道
整

備
事

業
備

事
業

重
要
な

路
線

の
農

道
の
新

設
若

し
く

は
改

良
又

は
こ

れ
ら

と
併
せ

て
行

う
用

イ
水

源
地

域
対

策
関
連
事

業
に

あ
っ

て
は

、
ア

の
規
定

に

地
整
備

、
駐

車
場

整
備
、

ラ
イ

フ
ラ

イ
ン

収
容

施
設

整
備

若
し
く

は
生

態
系

か
か

わ
ら

ず
、

当
該

補
助

事
業
費

の
5
5
％

保
全
施

設
整

備
で

あ
っ
て

、
受

益
面

積
が

お
お

む
ね

5
0ヘ

ク
タ
ー

ル
（

振
興

(
2
)
明

日
香

村
に

お
け

る
歴

史
的

風
土
の

保
存

及
び

生
活

環
境

の

山
村
（

山
村

振
興

法
（
昭

和
4
0
年
法

律
第

6
4号

）
第

７
条

第
１
項

の
規

定
に

整
備
等

に
関
す

る
特

別
措

置
法

（
昭

和
5
5
年
法

律
第

6
0
号
）

に

基
づ
き

指
定

さ
れ

た
地
域

を
い

う
。

以
下

同
じ

。
）

、
過

疎
地
域

（
過

疎
地

基
づ
き

決
定
さ

れ
た

明
日

香
村

整
備

計
画

に
基

づ
く

事
業
に

あ

域
自
立

促
進

特
別

措
置
法

（
平

成
1
2
年
法

律
第

1
5号

）
第

２
条
第

１
項

に
規

っ
て
は

、
当
該

補
助

事
業

費
の

３
分

の
２

定
す
る

過
疎

地
域

を
い
う

。
以

下
同

じ
。

）
又

は
半

島
振

興
対
策

実
施

地
域

(
3
)
沖

縄
県

に
お

い
て

行
う

も
の

に
あ
っ

て
は

、
(
1
)の

規
定

に

（
半
島

振
興

法
（

昭
和
6
0
年
法

律
第

6
3号

）
第

２
条

第
１

項
の
規

定
に

基
づ

か
か
わ

ら
ず
、

当
該

補
助

事
業

費
の

8
5％

き
指
定

さ
れ

た
地

域
を
い

う
。

以
下

同
じ

。
）

に
お

い
て

行
う
も

の
に

あ
っ

(
4
)
ア

離
島
に

お
い

て
行

う
も

の
に
あ

っ
て

は
、

(
1
)
の
規

定

て
は
、

お
お

む
ね

3
0
ヘ
ク

タ
ー

ル
）

以
上

、
車

道
幅

員
が

お
お
む

ね
４

メ
ー

に
か

か
わ
ら

ず
、

当
該

補
助

事
業

費
の

5
5％

ト
ル
（

沖
縄

県
、

離
島
振

興
法

（
昭

和
2
8
年
法

律
第

7
2号

）
第
２

条
第

１
項

イ
本

土
と

離
島

及
び

離
島

と
離

島
を

連
絡

す
る

橋
に
係

る

の
規
定

に
基

づ
き

離
島
振

興
対

策
実

施
地

域
と

し
て

指
定

さ
れ
た

離
島

（
北

も
の

に
あ

っ
て

は
、

(
1
)
の
規
定

に
か

か
わ

ら
ず

、
当

該

海
道
、

沖
縄

及
び

奄
美
群

島
（

鹿
児

島
県

奄
美

市
及

び
大

島
郡
の

区
域

を
い

補
助

事
業

費
の

３
分

の
２

う
。
以

下
同

じ
。

）
を
除

く
。

以
下

単
に

「
離

島
」

と
い

う
。
）

、
奄

美
群

(
5
)
奄

美
群

島
に

お
い

て
行

う
も

の
に
あ

っ
て

は
、

(
1
)
の
規

定

島
、
振

興
山

村
又

は
半
島

振
興

対
策

実
施

地
域

に
お

い
て

行
う
も

の
に

あ
っ

に
か
か

わ
ら
ず

、
当

該
補

助
事

業
費

の
7
5
％

て
は
、

お
お

む
ね

３
メ
ー

ト
ル

）
以

上
で

あ
り

、
か

つ
、

そ
の
総

事
業

費
が

１
億
円

以
上

で
あ

る
も
の

。

２
一

般
農

道
整

次
に
掲

げ
る

一
に

該
当
す

る
も

の
。

(
1
)
ア

当
該
補

助
事

業
費
の
5
0
％

当
該

補
助

事
業
費
の

5
5
％

備
事

業
(
1
)
農

道
の

新
設

若
し
く

は
改

良
又

は
こ

れ
ら

と
併

せ
て

行
う
用

地
整

備
、

イ
水

源
地

域
対

策
関

連
事

業
に

あ
っ

て
は

、
ア

の
規
定

に

駐
車

場
整

備
、

ラ
イ

フ
ラ

イ
ン

収
容

施
設
整
備

若
し
く

は
生

態
系

保
全

施
か

か
わ

ら
ず

、
当

該
補

助
事

業
費

の
5
5
％

設
整

備
で

あ
っ

て
、

受
益

面
積

が
お

お
む
ね
5
0
ヘ

ク
タ

ー
ル

（
振

興
山

(
2
)
沖

縄
県

に
お

い
て

行
う
も
の

に
あ
っ

て
は

、
(
1
)の

規
定
に

村
、

過
疎

地
域

又
は

半
島

振
興

対
策

実
施
地
域

に
お
い

て
行

う
も

の
に

あ
か
か
わ

ら
ず
、

当
該

補
助
事
業

費
の

8
5％

っ
て

は
、

お
お

む
ね

3
0ヘ

ク
タ

ー
ル

）
以
上
で

総
事
業

費
が

５
千

万
円

以
(
3
)
ア

離
島
に

お
い

て
行
う
も

の
に
あ

っ
て

は
、

(1
)
の

規
定

上
で

あ
り

、
か

つ
、

全
幅

員
が

お
お

む
ね
4
.5
メ

ー
ト

ル
（
特

別
豪

雪
地

に
か

か
わ

ら
ず

、
当
該
補

助
事
業

費
の

55
％

帯
（

豪
雪

地
帯

対
策

特
別

措
置

法
（

昭
和
3
7年

法
律
第

7
3号

）
第

２
条

第
イ

本
土
と

離
島

及
び
離
島

と
離

島
を

連
絡

す
る

橋
に
係

る

２
項

の
規

定
に

基
づ

き
指

定
さ

れ
た

区
域
を
い

う
。
以

下
同

じ
。

）
、

振
も
の

に
あ

っ
て

は
、
ア
の

規
定
に

か
か

わ
ら

ず
、

当
該

補

興
山

村
、

過
疎

地
域

、
半

島
振

興
対

策
実
施
地

域
又
は

急
傾

斜
畑

地
帯

助
事

業
費

の
３

分
の
２

（
受

益
地

域
内

の
平

均
傾

斜
度

が
1
5
度

以
上
の

地
域
（

水
田

地
域

を
除

(
4
)
奄

美
群

島
に

お
い

て
行
う
も

の
に
あ

っ
て

は
、

(1
)
の

規
定

く
。

）
を

い
う

。
以

下
同

じ
。

）
に

お
い
て
行

う
も
の

に
あ

っ
て

は
、

お
に
か
か

わ
ら
ず

、
当

該
補
助
事

業
費

の
7
5
％

お
む

ね
４

メ
ー

ト
ル

）
以

上
で

あ
る

も
の
。

(
5
)
採

択
基

準
等

の
欄

(
3)
の

事
業

に
あ

っ
て

は
、

(
1)
か

ら
(
4
)

(
2
)
樹

園
地

を
主

体
と
し

た
農

用
地

若
し

く
は

野
菜

生
産

出
荷
安

定
法

（
昭

ま
で
の

規
定
に

か
か

わ
ら

ず
、

当
該

補
助

事
業

費
の

5
0
％

和
4
1
年
法

律
第

1
03
号

）
第

４
条

第
１

項
の

規
定

に
基

づ
き
指

定
さ

れ
た

野
菜

指
定

産
地

（
以

下
「

野
菜

指
定

産
地
」
と

い
う
。

）
に

お
け

る
畑

地

（
畑

作
に

転
換

し
た

水
田

を
含

む
。

）
を
主
体

と
し
た

農
用

地
（

以
下

「
野

菜
指

定
産

地
に

お
け

る
畑

地
域

」
と
い
う

。
）
又

は
田

畑
輪

換
を

行

う
水

田
地

帯
の

農
用

地
（

以
下

「
田

畑
輪
換
を

行
う
水

田
地

帯
」

と
い

う
。

）
に

お
い

て
行

う
農

道
の

新
設

若
し
く
は

改
良
又

は
こ

れ
ら

と
併

せ

て
行

う
ラ

イ
フ

ラ
イ

ン
収

容
施

設
整

備
若
し
く

は
生
態

系
保

全
施

設
整

備

で
あ

っ
て

、
受

益
面

積
が

(
1)
の

条
件

に
適

合
し

、
か

つ
、
次

に
掲

げ
る

も
の

の
う

ち
農

道
網

の
整

備
に

必
要

な
も
の
。

ア
総
事

業
費

及
び

全
幅

員
が

(
1)
の

条
件

に
適

合
す

る
幹
線

農
道

イ
全
幅

員
が

お
お

む
ね

３
メ

ー
ト

ル
以
上
で

あ
る
支

線
農

道

ウ
全
幅

員
が

お
お

む
ね

２
メ

ー
ト

ル
以
上
で

あ
る
末

端
耕

作
道
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４
農

村
環

境
計

農
業

競
争

力
強

化
基
盤

整
備

事
業

実
施

要
綱

（
平

成
2
5
年

２
月

26
日

付
け

当
該
補

助
事

業
費

の
5
0
％

当
該

補
助

事
業
費
の

5
0
％

画
の

策
定

2
4
農
振

第
2
0
9
1号

農
林
水

産
事

務
次

官
依

命
通

知
）

第
２

及
び
農

業
競

争
力

強
化
基

盤
整

備
事

業
実
施

要
領

（
平

成
2
5
年
２

月
2
6
日
付

け
24
生

畜
第

22
3
1

号
・
2
4
農
振

第
2
0
9
2
号
農

林
水

産
省

生
産

局
長

、
農

村
振

興
局
長

通
知

）
別

紙
５
の

第
２

に
掲

げ
る
事

業
に

該
当

す
る

も
の

。

(
12
)
都
道

府
県
、
市

町
１

定
率
助

成

村
及
び

農
業

者
団

体
(
1
)
農

業
用

用
排

農
業

基
盤

整
備

促
進
事

業
実

施
要

綱
（

平
成

2
5年

２
月

2
6
日
付

け
2
4
農
振

(
1
)
当

該
補

助
事

業
費

又
は
当
該

間
接
補

助
事

業
費

の
5
0
％

(
1)

当
該

補
助
事
業

費
又
は

当
該

が
行
う

農
業

基
盤

整
水

施
設

第
2
08
9
号
農

林
水

産
事
務

次
官

依
命

通
知

）
第

２
の

別
表

の
区
分

の
欄

の
１

(
2
)
沖

縄
県

に
お

い
て

行
う
も
の

に
あ
っ

て
は

、
(
1
)の

規
定

に
間

接
補

助
事

業
費

の
5
0
％
（

但

備
促
進

事
業

、
市

町
(
2
)
暗

渠
排

水
に

掲
げ

る
事

業
に

該
当
す

る
も

の
。

か
か
わ

ら
ず
、

当
該

補
助
事
業

費
又

当
該

間
接

補
助

事
業
費

の
し

、
北

海
道

が
事

業
実

施
主

体

村
及
び

農
業

者
団

体
(
3
)
土

層
改

良
80
％

と
な
り

、
畑

地
帯

に
お

い
て

整

が
行
う

農
業

基
盤

整
(
4
)
区

画
整

理
(
3
)
奄

美
群

島
に

お
い

て
行
う
も

の
に
あ

っ
て

は
、

(
1
)
の
規

定
備

を
行

う
も

の
に

あ
っ

て
は

、

備
促
進

事
業

に
要

す
(
5
)
農

作
業

道
に
か
か

わ
ら
ず

、
当

該
補
助
事

業
費

又
は

当
該

間
接

補
助
事

業
当

該
補

助
事

業
費

の
5
2
％
）

る
経
費

に
対

し
都

道
(
6
)
農

用
地

の
保

費
の
6
0
％

（
但

し
、

鹿
児
島
県

が
事

業
実

施
主

体
と

な
っ
て

行
(
2)

離
島

、
特
別
豪

雪
地
帯

、
振

府
県
が

補
助

す
る

事
全

う
も
の

の
う
ち

、
水

田
地
帯
に

お
い

て
農

業
用

用
排

水
施
設

の
興

山
村

、
半

島
振

興
対

策
実

施

業
(
7
)
調

査
・

調
整

整
備
を

行
う
も

の
に

あ
っ
て
は

当
該

補
助

事
業

費
の

6
5
％
、

畑
地

域
、

過
疎

地
域

、
特

定
農

山

地
帯

に
お

い
て

行
う

も
の

に
あ

っ
て

は
当

該
補

助
事

業
費

の
村

地
域

又
は

急
傾

斜
畑

地
帯

に

2
/
3）

お
い

て
行

う
も

の
に

あ
っ

て

(
4
)
離

島
、

特
別

豪
雪

地
帯

、
振

興
山
村

、
半

島
振

興
対

策
実

施
は

、
(
1
)の

規
定

に
か

か
わ

ら

地
域
、

過
疎
地

域
、

特
定

農
山
村
地

域
又

は
急

傾
斜

畑
地
帯

に
ず

、
当

該
補

助
事

業
費

又
は

当

お
い

て
行

う
も

の
に

あ
っ

て
は

、
(
1
)
の

規
定

に
か

か
わ

ら
該

間
接

補
助

事
業

費
の

5
5％

ず
、
当

該
補
助

事
業

費
又

は
当
該
間

接
補

助
事

業
費

の
55
％

２
定

額
助

成

(
1
)
田

の
区

画
拡

農
業

基
盤

整
備

促
進
事

業
実

施
要

綱
（

平
成

2
5年

２
月

2
6
日
付

け
2
4
農
振

定
額

定
額

大
第

2
08
9
号
農

林
水

産
事
務

次
官

依
命

通
知

）
第

２
の

別
表

の
区
分

の
欄

の
２

に
対
応

す
る

事
業

種
類
の

欄
に

掲
げ

る
(
1
)
又
は

(2
)
の
事

業
に
該

当
す

る
も

の
。

(
2
)
畑

の
区

画
拡

農
業

基
盤

整
備

促
進
事

業
実

施
要

綱
（

平
成

2
5年

２
月

2
6
日
付

け
2
4
農
振

定
額

定
額

大
第

2
08
9
号
農

林
水

産
事
務

次
官

依
命

通
知

）
第

２
の

別
表

の
区
分

の
欄

の
２

に
対
応

す
る

事
業

種
類
の

欄
に

掲
げ

る
(
3
)
又
は

(4
)
の
事

業
に
該

当
す

る
も

の
。

(
3
)
暗

渠
排

水
農
業

基
盤

整
備

促
進
事

業
実

施
要

綱
（

平
成

2
5年

２
月

2
6
日
付

け
2
4
農
振

定
額

定
額

第
2
08
9
号
農

林
水

産
事
務

次
官

依
命

通
知

）
第

２
の

別
表

の
区
分

の
欄

の
２

に
対
応

す
る

事
業

種
類
の

欄
に

掲
げ

る
(
5
)
の
事

業
に

該
当

す
る

も
の

。

(
4
)
湧

水
処

理
農
業

基
盤

整
備

促
進
事

業
実

施
要

綱
（

平
成

2
5年

２
月

2
6
日
付

け
2
4
農
振

定
額

定
額

第
2
08
9
号
農

林
水

産
事
務

次
官

依
命

通
知

）
第

２
の

別
表

の
区
分

の
欄

の
２

に
対
応

す
る

事
業

種
類
の

欄
に

掲
げ

る
(
6
)
の
事

業
に

該
当

す
る

も
の

。

(
5
)
末

端
畑

地
か

農
業

基
盤

整
備

促
進
事

業
実

施
要

綱
（

平
成

2
5年

２
月

2
6
日
付

け
2
4
農
振

定
額

定
額

ん
が

い
施

設
第

2
08
9
号
農

林
水

産
事
務

次
官

依
命

通
知

）
第

２
の

別
表

の
区
分

の
欄

の
２

に
対
応

す
る

事
業

種
類
の

欄
に

掲
げ

る
(
7
)
の
事

業
に

該
当

す
る

も
の

。

(
13
)
都
道

府
県
が
行

う
１

農
業
水

利
施

農
業

水
利

施
設

保
全
合

理
化

事
業

実
施

要
綱

（
平

成
2
5
年

２
月

26
日

付
け

(
1
)
当

該
補

助
事

業
費

の
5
0
％

(
1)

当
該

補
助
事
業

費
の
5
0
％

農
業
水

利
施

設
保

全
設
等

整
備

事
業

2
4
農
振

第
1
9
3
1号

農
林
水

産
事

務
次

官
依

命
通

知
）

第
２

の
１
に

掲
げ

る
事

(
2
)
沖

縄
県

に
お

い
て

行
う
も
の

に
あ
っ
て
は

、
(
1
)の

規
定

に
(
2)

離
島

、
特
別
豪

雪
地
帯

、
振

合
理
化

事
業

、
市

町
業

に
該

当
す

る
も

の
。

か
か
わ

ら
ず
、

当
該

補
助
事
業

費
の

8
0％

興
山
村

、
半

島
振

興
対

策
実

施

村
、
土

地
改

良
区

等
(
3
)
離

島
、

特
別

豪
雪

地
帯
、
振

興
山
村

、
半

島
振

興
対

策
実

施
地

域
、

過
疎

地
域

、
特

定
農

山



- 28 -

別記様式第１号（第３関係）

平成 年度○○事業補助金交付申請書

番 号

年 月 日

○○農政局長（別記１に定める補助事業者の区分に応じた提出先） 殿

都道府県知事（補助事業者代表者） 氏 名  

平成 年度において下記のとおり を実施したいので、土地改良事業関係補助金交付要綱により

補助金 円の交付を申請する。

記

１ 事業の目的

２ 収支予算書（別紙第１のとおり。ただし、土地改良施設維持管理適正化事業補助にあっては別紙第２のとおり。）

３ 経費の配分及び事業計画の概要（別紙第３のとおり。ただし、土地改良施設維持管理適正化事業補助にあっては別紙第４

及び別紙第５のとおり。）

４ 事業の完了予定 平成 年 月 日

５ 添付書類

（１）都道府県又は市町村の補助金交付規程又は要綱

（２）定款、寄付行為又は業務方法書等の規約

（３）資産及び負債に関する事項を記載した書類

（４）収支予算（収支決算）に関する事項を記載した書類

（注）１ この申請書は、直接補助事業及び間接補助事業ごとに区分して、それぞれ作成すること。

２ 補助金交付規程は、団体営事業及び草地畜産基盤整備事業のうち都道府県知事が認める事業指定法人が行う事業（以下「公社営事業」という。）のみ

添付すること。

３ 全国土地改良事業団体連合会、直接補助事業を行う都道府県土地改良事業団体連合会、直接補助事業を行う土地改良区等及び公募団体の場合にあって

は５の（２）から（４）に関する書類を添付すること。

４ 計画変更及び実績報告の場合にあっては、これらに変更があった場合のみ添付すること。

５ 草地畜産基盤整備事業にあっては、都道府県の条例又は規則を添付すること。

別紙第１

収 支 予 算 書

（注）草地畜産基盤整備事業にあっては、「土地改良区等費」欄を、「その他」欄に読み替えること。

予算議決（又は予算議決予定）平成 年 月 日

区　　分 事業費 国庫補助金 国庫補助率 都道府県費 市町村費 土地改良区等費 備考

円 円 ％ 円 円 円
○○事業工事費
　△△△地区
　◇◇◇地区
　☆☆☆地区

計


